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1. 検討の進め方



41. 検討の進め方

検討の進め方

２０１７年１２月に出された、受信料訴訟における最高裁大法廷判決は、受信料制度や受信料
体系に関して、多くの点を判示している内容となっている。今回の受信料制度等検討委員会では、最
高裁大法廷判決から検討テーマを設定しご議論いただきたい。

＜検討テーマ＞
 ５つの検討テーマについてご議論いただきたい。

（１）契約締結義務者
（２）契約成立条項
（３）消滅時効
（４）過去設置・現在撤去における解約
（５）過去設置への対応

＜検討において参考となる情報＞
 検討にあたっての参考として、最高裁大法廷判決に対する評釈・解説等、国内類似法令・制度・
取り組み、海外公共放送事例、ＮＨＫの運用等の資料を用意した。

 事務局提示情報の他に参考とすべき情報があれば、ご指摘いただきたい。
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２．（１）契約締結義務者



6（１）契約締結義務者

最高裁大法廷判決概要

（受信）契約の内容は、原告の策定する放送受信規約により定められている。受信契約の締結が強制されるべきである

ことは多数意見のとおりであるところ、このことが契約締結の自由という私法の大原則の例外であり、また、締結義務者に受

信料の支払という経済的負担をもたらすものであることを勘案すると、本来は、受信契約の内容を含めて法定されるの

が望ましいものであろう。

放送受信規約の中には、受信契約の締結を強制するについて疑義を生じさせかねないものも含まれている。（中略）

放送受信規約は、受信契約を世帯ごととしつつも、受信契約を締結する義務が世帯のうちいずれの者にあるかについて

規定をおいていない。家族のあり方や居住態様が多様化している今日、世帯が受信契約の単位であるとの規定は、直ち

に１戸の家屋に所在する誰かを締結義務者であると確定することにならない場合もあると思われる。任意に受信契約が締

結される場合は別であるが、受信契約の締結が強制される場合には、締結義務を負う者を明文で特定していないこと

は問題があろう。

鬼丸かおる 裁判官 補足意見

受信設備設置者が設置後遅滞なく（任意に）契約する限り、提出された受信契約書の記載によって、契約主体、契約

の種別を特定することは可能である。

他方、判決によって受信契約を成立させようとしても、判決が承諾を命ずるのに必要とされる契約内容

（契約主体、契約の種別等）の特定を行うことはできない。

木内道祥 裁判官 反対意見
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現在の規定

受信規約第２条（放送受信契約の単位）

第２条 放送受信契約は、世帯ごとに行なうものとする。ただし、同一の世帯に属する２以上の住居に設置する受信機につい
ては、その受信機を設置する住居ごととする。
２ 事業所等住居以外の場所に設置する受信機についての放送受信契約は、前項本文の規定にかかわらず、受信機の設置
場所ごとに行なうものとする。
（後略）

放送法第６４条（受信契約及び受信料）

協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信についての契約をしなければならない。
（中略）
３ 協会は、第一項の契約の条項については、あらかじめ、総務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとす
るときも、同様とする。

放送法施行規則第２３条(契約条項に定める事項) 

法第六十四条第三項の契約の条項には、少なくとも次に掲げる事項を定めるものとする。
一 受信契約の締結方法 二 受信契約の単位 三 受信料の徴収方法
（後略）

放送法施行規則に基づき、受信規約に単位を定めている
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評釈・解説等

論者（敬称略） 掲載誌 評釈内容

座談会

東京大学教授
宍戸常寿氏

上智大学教授
音好宏氏

慶応義塾大学教授
鈴木秀美氏

一橋大学教授
山本和彦氏

※話者掲載順

ジュリスト
2018年5月号
座談会

• （山本氏）この判決は、契約内容が法定されておらず、ＮＨＫ側
が一方的に決めるということが、契約の自由の観点からどうかという問
題提起をしている。

• （鈴木氏）放送法には６４条しか受信料に関わる法律がない。受
信規約ではなく法律でより詳しく定めたほうがいいという意見もあるが、
ＮＨＫが言論機関であり、そのために設立された特殊法人であること
からすると、政治介入をさせず、財源についてのＮＨＫの自律性を確
保するための工夫としては、現行制度を大きく変えるべきではないと考
える。
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契約締結義務者に関する国内類似規定等 (１/２)

国民健康保険の保険料は世帯単位で請求され、世帯主が納付義務者となっている。ただし、世帯主の定義は下
位規定を含め明記されていない。

国民健康保険法 第７６条（保険料）

（保険料）

第七十六条 市町村は、当該市町村の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用（当該市町村が属する都道府県の国民健康保険に関する特別会計において負担する前期高齢者納付金等及び

後期高齢者支援金等並びに介護納付金の納付に要する費用を含む。以下同じ。）、財政安定化基金拠出金の納付に要する

費用その他の国民健康保険事業に要する費用に充てるため、被保険者の属する世帯の世帯主（当該市町村の区域内に住所

を有する世帯主に限る。）から保険料を徴収しなければならない。ただし、地方税法の規定により国民健康保険税を課するときは

、この限りでない。
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契約締結義務者に関する国内類似規定等 (２/２)

生活保護法においては、世帯単位の原則に基づいて保護金品の計算が行われ、「世帯主又はこれに準ずる者」に
対して交付されることとなっている。また、世帯の認定は「同一住居、同一生計」が原則とされる。

生活保護法 第１０条 （世帯単位の原則）・それに伴う扶助・届出に関する規定

第十条 （世帯単位の原則）
保護は、世帯を単位としてその要否および程度を定めるものとする。但し、これによりがたいときは、個人を単位として定めることがで
きる。

第三十一条
３ 居宅において生活扶助を行う場合の保護金品は、世帯単位に計算し、世帯主又はこれに準ずる者に対して交付するものと
する。但し、これによりがたいときは、被保護者に対して個々に交付することができる。

第三十三条 住宅扶助は、金銭給付によつて行うものとする。但し、これによることができないとき、これによることが適当でないとき、
その他保護の目的を達するために必要があるときは、現物給付によつて行うことができる。
４ 住宅扶助のための保護金品は、世帯主又はこれに準ずる者に対して交付するものとする。

第六十一条 被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変動があつたとき、又は居住地若しくは世帯の構成に異動が
あつたときは、すみやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にその旨を届け出なければならない。

生活保護法による保護の実施要領について（昭和36年4月1日厚生省発社第 123 号厚生省事務 次官通知）

第１
同一の住居に居住し、生計を一にしている者は、原則として、同一世帯員として認定すること。なお、居住を一にしていない場合であ
っても、同一世帯として認定することが適当であるとき*は、同様とすること。

*局長通知第1に、居住同一ではなくても，同一世帯と認定する７つの場合が例示されているが、明確な基準は住民基本台帳法も含め法定されていないため、世帯分離を申請した場合の、市町村による事実確認の有無・方法や
認定等に実務上、自治体ごとによる差違が生じている
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海外公共放送における契約主体の規定等：世帯

海外公共放送においては、世帯に関する契約主体の特定に関して下記のように規定している。

「世帯」に関する契約主体の規定

イギリス 明記なし • 「ライセンスを付与された個人」が支払わなければならない（Communications Act 2003 365条）との規定のみで契
約主体の特定に関しては規定されていない

フランス 明記なし • 「住居税が課税されうるすべての自然人」が支払いの対象となるが、契約主体の特定に関しては規定されていない
•所得申告書で未設置申告を行うため、実質的に生計維持者が支払主体になると考えられる

ドイツ 明記あり
(住居の保有者)

•放送負担金州間協定 第２条
住居の保有者とは、当該住居に自ら居住する各成人とする。次の各号に掲げる者全てが保有者と推定される。

1. 住民登録法規の規定により当該住居において登録されている者
2. 当該住居の賃貸契約において賃借人として掲げられている者*1

イタリア 明記なし
•契約主体に関しては規定されていない
•電気料金との一括収納のため、運用上は電気料金支払者が主体となっている

韓国 明記なし
•契約主体に関しては規定されていない
•電気料金との一括収納のため、運用上は電気料金支払者が主体となっている

*1 複数人が１戸の住居に住んでいる場合は１人が代表して支払えばよく、各住居でだれか１人が届出をして登録をする必要がある。なお、複数人が届け出た場合にはそれぞれ連帯債務者としての責任を負う。
出所：各放送機関のウェブサイト等より
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海外公共放送における契約主体の規定等：事業所等

海外公共放送においては、事業所等に関する支払主体の特定に関して下記のように規定している。

「事業所等」に関する支払主体の規定

イギリス 明記なし
• 「ライセンスを付与された個人」が支払わなければならない（Communications Act 2003 365条）との規定のみで
契約主体の特定に関しては規定されていない

•法人であっても個人名（社内の肩書を記載する欄はある）で契約

フランス 明記なし
• 「何らかの制作・商業・専門的活動を行うすべての団体もしくは自然人」が支払いの対象となるが、契約主体の特定に関し
ては規定されていない

ドイツ
明記あり
(事業所等の
保有者)

•放送負担金州間協定 第6条(2)
事業所の保有者とは、当該事業所を自らのために使用し、又は当該事業所がその名義において使用される自然人
又は法人をいう。当該事業所について登記簿に登記されている者、特に商業登記簿、事業登記簿、協会登記簿又は
パートナーシップ登記簿に登記されている者は、保有者と推定される。自動車の保有者とは、当該自動車の許可を受け
た者をいう。

イタリア 明記なし
•契約主体に関しては規定されていない
•電気料金との一括収納のため、運用上は電気料金支払者が主体となっている

韓国 明記なし
•契約主体に関しては規定されていない
•電気料金との一括収納のため、運用上は電気料金支払者が主体となっている

出所：各放送機関のウェブサイト等より
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14（２）契約成立条項

最高裁大法廷判決概要

放送受信規約第４条第１項は、受信契約は受信設備設置の日に成立する旨を規定しているところ、その趣旨は、受信設備の

設置の時からの受信料を支払う義務を負うという内容の契約が、意思表示の合致の日に成立する旨を述べていると解するべき。

岡部喜代子 裁判官 補足意見

判決の確定により、「受信設備を設置した月からの受信料を支払う義務を負うという内容の契約」が、判決の確定の時（意思

表示の合致の時）に成立するのであって、受信設備の設置という過去の時点における承諾を命じたり、承諾の効力発生時期を遡

及させたりするものではない。放送受信規約第４条第１項は、上記のような趣旨と解されるのであり、承諾の意思表示を命ずる

判決の確定により受信契約を成立させることの障害になるものではない。

小池裕 裁判官・菅野博之 裁判官 補足意見

（放送）法は、任意に受信契約を締結しない者について契約を成立させる方法につき特別な規定を設けていないのであるから、

任意に受信契約を締結しない者との間においても、受信契約の成立には双方の意思表示の合致が必要というべきである。

最高裁判決
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現在の規定

受信規約第３条（放送受信契約書の提出） 第４条（放送受信契約の成立）

第３条 受信機を設置した者は、遅滞なく、次の事項を記載した放送受信契約書を放送局（ＮＨＫの放送局をいう。以
下同じ。）に提出しなければならない。ただし、新規に契約することを要しない場合を除く。
（後略）

第４条 放送受信契約は、受信機の設置の日に成立するものとする。
２ 放送受信契約の種別の変更の日は、その変更にかかる受信機の設置の日（中略）とする。
（後略）

放送法第６４条（受信契約及び受信料）

協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信についての契約をしなければならない。
（中略）
３ 協会は、第一項の契約の条項については、あらかじめ、総務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとす
るときも、同様とする。

放送法施行規則第２３条(契約条項に定める事項) 

法第六十四条第三項の契約の条項には、少なくとも次に掲げる事項を定めるものとする。
一 受信契約の締結方法 二 受信契約の単位 三 受信料の徴収方法
（後略）

・放送法施行規則に基づき、受信契約の締結方法として契約書の提出を規約に規定
・受信契約の成立は受信機の設置の日に成立することを明記
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評釈・解説等

論者 掲載誌 評釈内容

京都大学教授
横山美夏 氏

ジュリスト
2018年
5月号

• 受信規約４条１項は、受信契約は「受信機の設置の日に成立するもの
とする」と定める。実際には、受信契約の締結は受信機設置後に行われ
るのが通常であるから、受信契約を締結した者は、「受信機の設置の月
から」受信料を支払わなければならないと定める同規約５条１項と併せ
て、４条１項の意義をどのように理解するのかが問題となる。

• 岡部補足意見は、受信規約4条1項は、受信設備設置時から受信料
支払義務を負うという内容の契約が意思表示の合致の日に成立する趣
旨であるとする。小池裁判官、菅野裁判官の補足意見も、岡部補足意
見に同調し、判決によって契約が成立する場合にも、判決確定時に上記
内容の契約が成立すると解する。契約の成立時期は、契約内容には含
まれず、当事者の合意によって左右できるものではないから、これら補足意
見は正当と評価できる。
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公益事業者における契約成立条項

電力・ガスについては、申込を事業者が承諾したときに契約が成立することを約款で規定している。水道について
は、水道法に申込を拒んではならないとされているが、契約の成立条項はない。

東京電力 電気供給約款 7 需給契約の成立および契約期間

(1) 需給契約は，申込みを当社が承諾したときに成立いたします。

東京ガス 一般ガス共有約款 ５ 使用の申込み ６ 契約の成立および変更

５ （１）ガスを新たに使用する方（ガスを新たに使用するためのガス工事のみを申し込む方を含みます。），またはガスの使用
状況の変更をしようとする方は，あらかじめこの供給約款を承諾のうえ，当社にガス使用またはガス工事の申し込みをし
ていただきます（12(1)ただし書きにより当社が承諾した工事人（以下「承諾工事人」といいます。）にガス工事を申し
込む方を除き ます。）。

６ （１）ガスの供給および使用に関する契約（以下「ガス使用契約」といいます。）またはガス工事に関する契約（以下「ガス
工事契約」といいます。）は，当社が５(1)のガス使用またはガス工事の申し込みを承諾したときに成立いたします。
契約を変更する場合も，同様といたします。

水道法 第１５条

第十五条 水道事業者は、事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約の申込みを受けたときは、正当の理由がなけれ
ば、これを拒んではならない。

※各水道局の約款はない
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（参考）改正民法における契約成立等に関する規定

改正民法においては、契約の締結と内容の自由、契約の成立と方式について明文化された。

改正５２１条 （契約の締結及び内容の自由）

１ 何人も、法令に特別の定めがある場合を除き、契約をするかどうかを自由に決定することができる。
２ 契約の当事者は、法令の制限内において、契約の内容を自由に決定することができる。

改正５２２条 （契約の成立と方式）

１ 契約は、契約の内容を示してその締結を申し入れる意思表示（以下「申込み」という。）に対して相手方が承諾をしたと
きに成立する。

２ 契約の成立には、法令に特別の定めがある場合を除き、書面の作成その他の方式を具備することを要しない。
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４．（３）消滅時効
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最高裁大法廷判決概要

受信契約に基づき発生する受信設備の設置の月以降の分の受信料債権（受信契約成立後に履行期が到来するもの

を除く。）の消滅時効は、受信契約成立時から進行するものと解するのが相当である。

最高裁判決

契約に基づく受信料債権は，年又はこれより短い時期によって定めた金銭の給付を目的とする債権に当たり，

その消滅時効期間は，民法１６９条により５年と解すべきである。

平成２６年９月５日 最高裁判所第二小法廷

（参考）過去の裁判における消滅時効に関する判断
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現在の規定

受信規約第５条（放送受信料支払いの義務）

第５条 放送受信契約者は、受信機の設置の月から第９条第２項の規定により解約となった月の前月（受信機を設置し
た月に解約となった放送受信契約者については、当該月とする。）まで、１の放送受信契約につき、その種別および支払区
分に従い、次の表に掲げる額の放送受信料（消費税および地方消費税を含む。）を支払わなければならない。
（後略）

受信規約には支払いの義務の期間は規定されているが、消滅時効については明記していない
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消滅時効完成後の債務承認

時効の利益は、あらかじめ放棄することはできないものの、時効完成後に放棄することは許される。また、時効援用
者が、時効の完成を知らずに債務の承認や弁済をした場合には、信義則上、その後の時効援用は許されない。

＜事案の概要＞

債務者は、時効の完成後に、時効の完成を知らないまま、債権者に対して弁済を約束する手紙を送り、債務の承認をした。その後
債権者が強制執行を実施したことに対し、債務者は消滅時効を理由として請求異議の訴えを提起した事案。

＜判決要旨＞

債務者が、自己の負担する債務について時効が完成したのちに、債権者に対し債務の承認をした以上、時効完成の事実を知ら
なかつたときでも、事後その債務についてその完成した消滅時効の援用をすることは許されないものと解するのが相当である。け
だし、時効の完成後、債務者が債務の承認をすることは、時効による債務消滅の主張と相容れない行為であり、 相手方においても
債務者はもはや時効の援用をしない趣旨であると考えるであろうから、その後においては債務者に時効の援用を認めないものと解す
るのが、信義則に照らし、相当であるからである。

時効の利益は、あらかじめ放棄することができない

民法 第146条 時効の利益の放棄

最高裁 昭和41年4月20日判決
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（参考）改正民法における消滅時効に関する規定等

改正民法においては、消滅時効に関する条文が整理され、原則のみとするシンプルな制度に改められる。

＜経緯＞
消滅時効とは、権利を行使しないまま一定期間が経過した場合に、その権利を消滅させる制度である。長期間の経過により証拠が
散逸し、自己に有利な事実関係の証明が困難となった者を救済し、法律関係の安定を図ることや、権利の上に眠る者は保護しな
いといった趣旨で制定されている。これまでは職業別で短期消滅時効が規定されており、ある債権にどの時効期間が適用されるの
か、複雑で分かりにくく、かつ設定されていた１～３年という期間もその区別が合理性に乏しいものであった。そこで職業別の短期
消滅時効や商事時効はすべて廃止し、統一した制度とした。

改正１６６条 （債権等の消滅時効）

１ 債権は、次に掲げる場合には、時効によって消滅する。
一 債権者が権利を行使することができることを知った時から５年間行使しないとき。
二 権利を行使することができる時から１０年間行使しないとき。

起算点 時効期間 具体例

民法

原則

権利を
行使する
ことができ
る時から

１０年 個人間の貸金債権 等

職業別

１年 飲食料、宿泊料 等

２年 弁護士の報酬、生産者の売掛代金 等

３年 医師、助産師の診療報酬 等

定期給付 ５年
受信料、月額払いの家賃、マンションの
管理費、年金債権の各回の給付金

商法 商事 ５年 商行為によって生じた債権

起算点 時効期間

原則

権利を行使することが
できる時から

１０年

権利を行使することが
できることを知った時から

５年

＜現行法＞ ＜改正民法＞

下記２つのいずれか早い方の経過によって時効が完成する

追加



24（３）消滅時効

（参考）定期金債権等の消滅時効に関する最高裁判決

最高裁判決によると、受信料債権は定期金債権に当たるが、その基本権である受信料債権には、現行民法
１６８条１項前段は適用されない。一方で、個々の支分権としての受信料債権は民法１６９条が適用され
消滅時効は５年であると解される。

受信契約に基づく受信料債権は、一定の金銭を定期に給付させることを目的とする債権であり、定期金債権に当たるといえる。し
かし、放送法は、公共放送事業者である被上告人の事業運営の財源を、被上告人の放送を受信することのできる受信設備を設
置した者に広く公平に受信料を負担させることによって賄うこととし、上記の者に対し受信契約の締結を強制する旨を定めた規定を
置いているのであり受信料債権は、このような規律の下で締結される受信契約に基づき発生するものである。受信契約に基づく受信
料債権について民法１６８条１項前段の規定の適用があるとすれば、受信契約を締結している者が将来生ずべき受信料の支払
義務についてまでこれを免れ得ることとなり、上記規律の下で受信料債権を発生させることとした放送法の趣旨に反するものと解され
る。したがって、受信契約に基づく受信料債権には、同項前段の規定は適用されないと解するのが相当である。

最高裁 平成３０年７月１７日 判決

契約に基づく受信料債権は、年又はこれより短い時期によって定めた金銭の給付を目的とする債権に当たり、

その消滅時効期間は、民法１６９条により５年と解すべきである。

最高裁 平成２６年９月５日 判決
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５．（４）過去設置・現在撤去における解約
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過去設置・現在撤去における解約に関する最高裁大法廷判決概要

受信設備を廃止した場合の問題点も指摘されるが、過去に受信設備を設置したことにより、それ以降の期間について受

信契約を締結しなければならない義務は既に発生しているのであるから、受信設備を廃止するまでの期間についての

受信契約の締結を強制する事ができると解することは十分に可能であると考える。

小池・菅野裁判官 補足意見

木内裁判官 反対意見

既に受信設備を廃止した受信設備設置者が廃止の後の受信料支払義務を負うことはありえない。仮に、既に受信設

備を廃止した受信設備設置者に対して判決が承諾を命ずるとすれば、受信設備の設置の時点からその廃止の時点まで

という過去の一定の期間に存在するべきであった受信契約の承諾を命ずることになる。これは、過去の事実を判決が創

作するに等しく、到底、判決がなしうることではない。
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現在の規定

受信規約第９条（放送受信契約の解約）

第９条 放送受信契約者が受信機を廃止すること等により、放送受信契約を要しないこととなったときは、直ちに、次の事項を
放送局に届け出なければならない。
(1)放送受信契約者の氏名および住所
(2)放送受信契約を要しないこととなる受信機の数
(3)受信機を住所以外の場所に設置していた場合はその場所
(4)放送受信契約を要しないこととなった事由
２ ＮＨＫにおいて前項各号に掲げる事項に該当する事実を確認できたときは、放送受信契約は、前項の届け出があった日
に解約されたものとする。ただし、放送受信契約者が非常災害により前項の届け出をすることができなかったものと認めるとき
は、当該非常災害の発生の日に解約されたものとすることがある。
３ ＮＨＫは、第１項の届け出の内容に虚偽があることが判明した場合、届け出時に遡り、放送受信契約は解約されないもの
とすることができる。

受信規約には「解約の届け出があった日に解約される」と規定しており、遡っての解約は非常災害時のみ認めている
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評釈・解説等

論者（敬称略） 掲載誌 評釈内容

座談会

東京大学教授
宍戸常寿氏

上智大学教授
音好宏氏

慶応義塾大学教授
鈴木秀美氏

一橋大学教授
山本和彦氏

※話者掲載順

ジュリスト
2018年
5月号
座談会

山本氏は、「木内反対意見の最も重要な点は、判決確定前に受信設備を廃
止した場合にどうなるのかという点」と指摘したうえで、以下の考え方を提起

• （山本氏）受信設備設置者の解釈として、現在設備を設置している者に限らず、
過去に受信設備を設置していた者を含むと解するという可能性です。ただ、この場
合には、その時点で契約が結ばれると、今は、もう前に受信設備を廃止しているにも
かかわらず、廃止後の受信料も支払う義務を負うことになるわけです。それを防止す
るためには、受信設備の廃止の届出を過去に遡ってするということを認める必要があ
ります。つまり、受信設備を実際に廃止した時点に遡って廃止の届出を認める必要
があることになると思うのですが、それが果たして可能なのかどうかということが、１つこ
の解釈では問題になるかなと思いました。

• （宍戸氏）過去設置・現在撤去について本来であれば受信規約を改定して、受
信設備設置者の概念とか廃止の届出を手当したほうがよい、ということでしょうか。
（山本氏）私はそのように思います。不法行為というのは、この判決も言っているよ
うに、なかなか難しいところもある気がしますので、やはり受信設備設置者あるいは廃
止の届出のところを、解釈論では、ややアクロバティックなところがあるので、本来的に
は、やはり立法による対応が望ましいのかなという印象は持ちました。
（宍戸氏）まさにＮＨＫが規約を改定して認可を受ければできるわけですからね。
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６．（５）過去設置への対応



30（５）過去設置への対応

最高裁大法廷判決概要

受信契約を締結していない受信設備設置者に対し，受信契約を締結するよう求めるとともに，これにより成立する受信

契約に基づく受信料を請求することができることからすると，受信設備を設置しながら受信料を支払っていない者のうち，

受信契約を締結している者については受信料債権が時効消滅する余地があり，受信契約を締結していない者について

はその余地がないということになるのは，不均衡であるようにも見える。しかし，通常は，受信設備設置者が原告に対

し受信設備を設置した旨を通知しない限り，原告が受信設備設置者の存在を速やかに把握することは困難であると考

えられ，他方，受信設備設置者は放送法６４条１項により受信契約を締結する義務を負うのであるから，受信契

約を締結していない者について，これを締結した者と異なり，受信料債権が時効消滅する余地がないのもやむを得な

いというべきである。

最高裁判決

多数意見は，判決により成立した受信契約による受信料債権の消滅時効の起算点を判決確定による受信契約成立時

とし，任意の受信契約の締結に応じず，判決により承諾を命じられた者は受信料債権が時効消滅する余地がないもので

あってもやむを得ないとする。受信設備設置者は，多数意見のいうように，受信契約の締結義務を負いながらそれを履行

していない者であるが，不法行為による損害賠償義務であっても行為時から２０年の経過により，債権者の知不知に

かかわらず消滅し，不当利得による返還義務であっても発生から１０年の経過により，債権者の知不知にかかわらず

消滅することと比較すると，およそ消滅時効により消滅することのない債務を負担するべき理由はない。

木内道祥 裁判官 反対意見
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現在の規定

受信規約第５条（放送受信料支払いの義務）

１ 放送受信契約者は、受信機の設置の月から第９条第２項の規定により解約となった月の前月（受信機を設置した月
に解約となった放送受信契約者については、当該月とする。）まで、１の放送受信契約につき、その種別および支払区分に
従い、次の表に掲げる額の放送受信料（消費税および地方消費税を含む。）を支払わなければならない。

受信規約には、設置の月から解約となった月の前月まで支払い義務があると規定。
受信機設置後、一定期間経過後に契約した場合でも、設置月からの支払いが必要となる。
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評釈・解説等

論者（敬称略） 掲載誌 評釈内容

座談会

東京大学教授
宍戸常寿氏

上智大学教授
音好宏氏

慶応義塾大学
教授
鈴木秀美氏

一橋大学教授
山本和彦氏

※話者掲載順

ジュリスト
2018年
5月号

• （山本氏）多数意見は、受信契約の成立前は権利は行使できないという理解に立って、契約成立
後しか受信料請求はできないので仮に設備を設置してから20年経ってから判決で契約が成立したとし
ても、20年前の受信料も時効は消滅しないという論理になっているわけです。（中略）設置から極め
て長期間、非常に極端に言うと、例えば50年後に受信契約の締結を強制して50年前から受信料を
全部支払え、時効にはなっていませんというのは、さすがに受信者の不利益は大きすぎるのではないかと
いう感じがします。そういう意味ではこの判決を前提にしても、ＮＨＫ側から契約の申込みがされずに、
突然訴えを起こされて、受信契約を締結されたというような受信者については、過去5年分を超えたよう
な受信料の請求は、例えば信義則に反するとか、権利の濫用になるというような一般条項で否定される
余地は、必ずしも否定されていないのかなと思います。

• （宍戸氏）受信契約締結の訴えですが、ＮＨＫが、放送法６４条を法規範としてエンフォースしてい
こうと思ったのが、不祥事以降の平成２１年からですよね。その前までずっと遡って請求するのは確かに
酷な部分があり、現実の徴収ないしは営業実務の中で色々処理されているだろうと思います。私は、何
のために経営委員会があるのかと言えば、こういう問題で、どこまで遡って請求するのか、請求しないで営
業のレベルで片を付けるのかについて、執行部の提案を受けてある種の方針を認めて、処理すべきだとい
う気がするのです。
（山本氏）（中略）宍戸さんが言われるように、何か明確な形にしたほうがいいのかもしれないという感
じはします。
（音氏）（中略）これはある意味でＮＨＫの側に問われているのではないでしょうか。現時点において
はＮＨＫからは「このことを真摯に受け止めて」みたいな、ある種、予定調和的な発言が多いのですが、
この後の、お金をどのように集めていくのか、又は、受信料徴収においてＮＨＫとシリアスな状況になった
人たちに対してどうしていくのか、その方針みたいなものをもう少し明確に提示していくことが問われている
ように思います。
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評釈・解説等

論者（敬称略） 掲載誌 評釈内容

立教大学教授
浅妻章如氏

ジュリスト
2018年
5月号

• 租税法の観点から違和感が強いのは｢受信設備設置者が原告[ＮＨＫ]に対し受信設備設置者
の存在を速やかに把握することは困難であると考えられ、他方、受信設備設置者は放送法６４条
１項により受信契約を締結する義務を負うのであるから、受信契約を締結していない者について、こ
れを締結した者と異なり、受信料債権が時効消滅する余地がないのもやむを得ない」として租税で
も認められていない時効消滅耐性を認めた点である。契約締結義務という中途半端さの妙味に意
味を見出そうとする本稿の観点から首肯し難い。課税庁に調査権限があるのに対し、ＮＨＫに調
査権限がないことが、時効消滅耐性の暗黙裡の理由の一端であろう。が、放送法で徴収の便宜を
優先させない規定振りにとどまったのは民主統制よりメタレベルの妥協点であったとの理解を排斥する
理由にはならない。

慶応義塾大学
平野裕之氏

ＴＫＣ
ローライブ
ラリー

• 時効を全く認めないと、受信機を設置し何十年も受信契約をしてこなかった者は、過去の受信料
全額の請求がされることになる。受信契約をしたが滞納を長年続けている者との不均衡もあるが、こ
こには債権回収だけが残されておりそれを怠っているに過ぎない段階か否かという差がある。確かに時
効の起算点を否定することは、「やり得」を認めないという趣旨に合致しよう。しかし、それは反面、消
滅時効制度の否定につながるのである。

• 評釈者としては、権利の性質に応じた権利行使の現実の期待可能性を必要とし、受信機設置を
確認でき契約締結の強制を期待しうるようになった時からの起算を認め、悪質な妨害事例は信義
則による時効援用を禁止することで対応すべきであると考える。また、租税類似の特殊な負担金と
いうのであれば、租税の増額更正や修正申告との歩調をそろえる必要があることを指摘しておく。
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遡及請求状況 根拠規定

イギリス 罰金

• 無許可受信発覚時に許可申請を勧奨。その時点で申請がな
されると、通常の許可申請として取り扱われ、その月からその先
1年（申請月を含む12か月）分の受信許可料を支払う

• 許可申請を拒否しその後も無許可受信を継続する者は
1,000ポンド以下の罰金刑

• 罰金未納の場合は刑務所収監（28日以下）

Communications 
Act 2003

フランス 罰金

• 遡及ではなく罰金として請求（罰金を支払わない場合には強
制徴収）

• 未収者には税務当局が強制徴収（差押え等）

租税一般法典

ドイツ 罰金

• 滞納者には遡及して強制執行あり（見せしめの意味が強いと
想定される。期間は明記なし）

• １か月を超える届出遅滞および６か月以上の滞納等に対して
は1,000ユーロ以下の罰金

放送負担金州間協定

イタリア
遡及

＋課徴金

• 遡及あり（期間は明記なし）

• 遡及期間の30%の課徴金を請求

2015年12月28日
法律208号等

韓国 追徴金で実質遡及

• 未登録者には１年分の受信料に相当する追徴金（実質的に
は１年間の遡及）

• 滞納者に対しては、受信料の５％を追徴

• 追徴金等の滞納の場合は承認を得て国税滞納処分の例に従
い徴収

放送法

海外公共放送では、罰金または遡及として、実質的には過去に遡って支払いを求める制度がある。

（５）過去設置への対応

海外公共放送における過去設置への対応

出所：各放送機関のウェブサイト等より
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（参考）国・自治体の債権と消滅時効

 国税に関しては、徴収権の時効期間は５年、援用不要で放棄不可とされている。（国税通則法７２条１項、２項）

 自治体の債権は公債権と私債権に分類され、前者はさらに強制徴収公債権と非強制徴収公債権に分類される。公債
権の消滅時効については、地方自治法の定めにより、時効期間は５年、援用不要で放棄不可とされている。

 他方、私債権の消滅時効については民法上の規定によることとされていることから、時効期間は債権の性質に応じたものと
され、援用が必要で放棄も可能である。もっとも私債権であっても地方自治法・自治令の諸規定により、一定の場合に免
除や債権放棄をすることが可能とされている（次頁参照）。

公債権
私債権

強制徴収公債権 非強制徴収公債権

発生原因 公法上の原因（法令、処分等） 私法上の原因（契約等）

自力執行力
（債務名義不要で強制執行が可能）

あり なし

時効期間 原則５年（地方自治法236条1項） 原則10年（民法167条1項）

時効の援用 不要（地方自治法236条2項） 必要（民法145条）

免除 地方税法 自治令171の7条1項 自治令171の7条1項

自治体の債権

自治令第171の7条1項 普通地方公共団体の長は、前条の規定により債務者が無資力又はこれに近い状態にあるため履行延期の特約又は処分
をした債権について、当初の履行期限（当初の履行期限後に履行延期の特約又は処分をした場合は、最初に履行延期の特約又は処分をした日）
から十年を経過した後において、なお、債務者が無資力又はこれに近い状態にあり、かつ、弁済することができる見込みがないと認められるときは、当該債
権及びこれに係る損害賠償金等を免除することができる。

地方自治法第236条 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利は、時効に関し他の法律に定めがあるものを除くほか、五年間これを行なわ
ないときは、時効により消滅する。普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目的とするものについても、また同様とする。
２ 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利の時効による消滅については、法律に特別の定めがある場合を除くほか、時効の援用を要せず、
また、その利益を放棄することができないものとする。普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目的とするものについても、また同様とする。
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（参考）東京都債権管理条例 私債権の免除・放棄

東京都債権管理条例

第１２条 (免除)
１ 知事及び公営企業管理者は、前条の規定により債務者が無資力又はこれに近い状態にあるため履行延期の特約又は処分

をした都の私債権について、当初の履行期限(当初の履行期限後に履行延期の特約又は処分をした場合は、最初に履行延
期の特約又は処分をした日)から十年を経過した後において、なお、債務者が無資力又はこれに近い状態にあり、かつ、弁済す
ることができる見込みがないと認められるときは、当該債権及びこれに係る損害賠償金等を免除することができる。

２ 前項の規定は、前条第一項第五号に掲げる理由により履行延期の特約をした貸付金に係る都の私債権で、同号に規定する
第三者が無資力又はこれに近い状態にあることに基づいて当該履行延期の特約をしたものについて準用する。この場合におけ
る免除については、債務者が当該第三者に対する貸付金について免除することを条件としなければならない。

第１３条 (債権の放棄)
１ 知事及び公営企業管理者は、都の私債権について消滅時効に係る時効期間が経過し、かつ、債務者が時効の援用をすると

見込まれるときは、当該債権及びこれに係る損害賠償金等に係る私債権を放棄することができる。

第１４条 (報告)
１ 知事は、前項の規定により都の私債権を放棄したときは、これを東京都議会に報告しなければならない。
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（参考）債権等の消滅時効に関連する民法規定

７２４条 （不法行為による損害賠償請求権の消滅時効）

１ 不法行為による損害賠償の請求権は、次に掲げる場合に
は、時効によって消滅する。

(1) 被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を
知った時から三年間行使しないとき。

(2) 不法行為の時から二十年間行使しないとき。

１６６条（消滅時効の進行等）

１ 消滅時効は、権利を行使することができる時から
進行する。

２ 前項の規定は、始期付権利又は停止条件付権
利の目的物を占有する第三者のために、その占有
の開始の時から取得時効が進行することを妨げな
い。ただし、権利者は、その時効を中断するため、
いつでも占有者の承認を求めることができる。

１６７条（債権等の消滅時効）

１ 債権は、十年間行使しないときは、消滅する。
２ 債権又は所有権以外の財産権は、二十年間行

使しないときは、消滅する。

１６９条（定期給付債権の短期消滅時効）

１ 年又はこれより短い時期によって定めた金銭その他
の物の給付を目的とする債権は、五年間行使しな
いときは、消滅する。

１６６条（債権等の消滅時効）

１ 債権は、次に掲げる場合には、時効によって消滅する。
(1) 債権者が権利を行使することができることを知った

時から五年間行使しないとき。
(2) 権利を行使することができる時から十年間行使し

ないとき。

*現行民法724条も同趣旨

*現行民法では債権の種類により複数存在していた消滅時効を統一

現行民法規定 改正民法規定



ＮＨＫ受信料制度等検討委員会

最高裁大法廷判決を受けた
受信料制度・体系に関する意見交換

報告事項 契約締結のあり方について

平成３０年１０月３１日
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最高裁大法廷判決概要

ＮＨＫの財政的基盤を安定的に確保するためには、基本的には、ＮＨＫが、受信設備設置者に対し、ＮＨＫの目的、

業務内容等を説明するなどして、受信契約の締結に理解が得られるように努め、これに応じて受信契約を締結する受信

設備設置者に支えられて運営されていくことが望ましい。

判決
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評釈・解説等

論者（敬称略） 掲載誌 評釈内容

座談会

東京大学教授
宍戸常寿氏

上智大学教授
音好宏氏

慶応義塾大学教授
鈴木秀美氏

一橋大学教授
山本和彦氏

※話者掲載順

ジュリスト
2018年
5月号

• （山本氏）この判決は本来は任意に受信設備設置者の理解を得て、その負
担により支えられて存立することが期待されるという、ある意味ではコミュニケー
ションのツールとして、契約の締結という形が望ましいという説明をしているのです
が、それは最終的に契約を締結する相手方との間ではそうなのかもしれないので
すが、最後に強制させられる人との関係でも、同じように合理化できるものなのか
というのが、１つの疑問です。
（音氏）平成16年のＮＨＫの不祥事の際に、ＮＨＫの信頼回復のためにど
うしたらいいのかという議論をずいぶんとさせていただきました。その時の結論の1つ
はやはり視聴者への丁寧な説明なのだと。拒否をされても丁寧な説明をしてい
かなくてはいけないということでした。（中略）今回の判決を出すにあたって、少
なくとも今のＮＨＫに対して不満であるとか、今のＮＨＫに対して私はものを言
いたいという権利というものを、何らかの形で残す必要はなかったかというのが、私
は非常に気になっているところです。
（宍戸氏）理想と現実の乖離があることは事実で、放送法の建前では、受信
者と公共放送事業体との間で、健全なコミュニケーションが期待されている。法
律上はその役割を担うのが経営委員会の制度のはずなのです。しかし、この判
決の言い方で言うと「民主的かつ多元的な基盤に基づきつつ自律的に運営され
る」べきだという実質について、どれだけのパフォーマンスを果たしているか。もし、そ
れが十分でないのであれば、別のやり方で個々の視聴者とＮＨＫとの間での対
話のルートが開かれるべきであり、ＩＣＴの発達はそのために使うべきではない
かと私は思います。
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評釈・解説等

論者（敬称略） 会合 評釈内容

明治大学法学部
教授

新美育文氏
（座長代理）

放送を巡る諸
課題に関する
検討会

（第１８回）
2017.12.25

受信料の最高裁大法廷判決を受けたＮＨＫの対応について、今後、受信
料制度の意義を説明して理解を得ていくとしており、それはそのとおりである。
ただ、一般の説明では、欠点やまずいことも丁寧に説明する必要があるとこ
ろ、ＮＨＫの場合、お金を払ってほしいということを理解してもらうために、一
体何を説明すればいいのかというのが論点となっており、説明といっても、一
般の説明とは中身が正反対である。この点を踏まえて、説明の内容を考えて
いく必要があるだろう。宍戸構成員の見解のとおり、放送の二元体制があっ
て、その中でＮＨＫがどのような役割を担っているのか、かなり奥深いことまで
話さないと、理解を得られないのではないか。単なる説明でいいのか、レク
チャーまで行う必要があるのか、説明の義務について、どこまで理解してもらう
必要があるのかは、難しい問題である。ＮＨＫのこの説明をどのようにするの
か、構造的な議論をしていく必要があるのではないか。
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現在の規定

放送法第６４条（受信契約及び受信料）

協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信についての契約をしなければならない。
（中略）
３ 協会は、第一項の契約の条項については、あらかじめ、総務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとすると
きも、同様とする。

放送法施行規則第２３条(契約条項に定める事項) 

法第六十四条第三項の契約の条項には、少なくとも次に掲げる事項を定めるものとする。
一 受信契約の締結方法 二 受信契約の単位 三 受信料の徴収方法
（後略）

受信規約第３条（放送受信契約書の提出） 第１５条（規約の周知方法）

第３条 受信機を設置した者は、遅滞なく、次の事項を記載した放送受信契約書を放送局（ＮＨＫの放送局をいう。以下
同じ。）に提出しなければならない。ただし、新規に契約することを要しない場合を除く。
（後略）

第１５条 この規約およびこの規約の変更は、官報によって周知する。
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現在のＮＨＫの取組み：理解促進に関する方針

ＮＨＫの経営指標として「受信料制度の理解促進」を掲げている。



44契約締結のあり方について

現在のＮＨＫの取組み：経営指標の評価結果
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ＮＨＫでは、世論調査で、経営１４指標に関する期待度と実現度を調査している。
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（参考）海外公共放送事例 BBC： BBCに関する世論調査

英国政府は、2016年、（当時作成中の新規）特許状に関して、国民の意見を把握するため、独立の立場から
BBCに関する世論を調査・発表した。その中で受信許可料についても「受信許可料に見合う価値の発揮」や
「受信許可料の効率的な活用」といった観点で質問がされている。

BBCが受信許可料を効率的に活用できているか否かに
関する調査結果

 BBCが受信許可料を効率的に活用できているとした回答者の
割合より、活用できていないとする回答者の方が12%多い

効率的である

効率的でない

どちらでもない

分からない

BBCが受信許可料に見合う価値(Value for money)
を十分に発揮できているかに関する調査結果

 BBCが受信許可料に見合う価値を非常によく、または良く発揮
できているとした回答者の割合は、発揮状況が非常に悪い、ま
たは悪いとする回答者よりも13%多い
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現在のＮＨＫの取組み：情報開示

ＮＨＫは、放送法で開示を義務付けられている経営委員会議事録（法41条）や業務報告書（法72条）と
いった文書に加え、多くの文書や情報を様々な方法で開示している。

経 営

・定款 ・経営委員会議事録 ・理事会議事録 ・ＮＨＫ経営計画 ・収支予算、事業計画及び資金計画
・四半期業務報告 ・業務報告書、 監査委員会の意見書 ・財務諸表、監査委員会の意見書、監査報告書
・連結財務諸表、監査報告書 ・役職員の服務準則 ・役職員の報酬・給与等の支給基準
・放送局の目標（全国の放送局が掲げる年度毎の目標と重点的に取り組むポイント） 等

関連団体
（子会社等）

・関連団体運営基準 ・ＮＨＫと関連団体との取引一覧表（毎年度） ・子会社・関連会社の役員一覧
・関連団体による財政貢献（子会社からの配当額、副次収入額） ・外部監査法人による「関連団体業務運営状況調査」の結果
・関連団体事業活動審査委員会の活動結果 ・ＮＨＫグループネット（関連団体各社の会社情報にリンク）

契約・業務委託

・経理規程 ・契約情報の公表（競争入札・企画競争等・随意契約）
・随意契約の適正化（随意契約見直し計画、フォローアップ、ＮＨＫと外部（関連団体を含む）との契約の状況）
・業務委託基準 ・業務委託契約要領 ・番組制作の委託取引に関する自主基準

放 送

・番組基準 ・ＮＨＫ放送ガイドライン2015 ・放送番組審議会議事概要 ・放送番組編集の基本計画・編成計画
・放送法第20条第２項第２号および第3号の業務の基準 ・ＮＨＫインターネットガイドライン ・インターネットサービス実施計画
・インターネット活用業務審査評価委員会の実施状況 等

受信料 ・放送受信規約 ・放送受信料免除基準 ・受信料の推計世帯支払率（全国・都道府県別） 等

その他 ・情報公開の実施状況 ・情報公開基準・規程 ・視聴者対応報告 ・ＮＨＫ視聴者ふれあい報告書 等

＜NHKがインターネットで公開している主な経営情報等＞
＊赤字は放送法で公表が義務付けられているもの

なお、この他にも放送法施行令や放送法施行規則等により公開が予定されているものがある
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（参考）海外公共放送事例 BBC：情報開示方針

BBCは、特許状等により一部文書の開示が義務付けられている。これらに加えて、さらに説明責任を果たすため予
算・計画の公表、各種会議・意思決定時の議事録公表その他の情報開示について年次計画書で発表している。

開示性・透明性・説明責任

（Openness, transparency 

and accountability）

 下記イベントの開催後は、迅速に下記について公表

➢ 執行部の会議議事録

➢ “創造的任務”、“ワークプラン”、英国公共サービスおよび非サービス活動、商業活動の

重大な変更に関する重要な意思決定

➢ 執行部の委員会会議議事録

都度

（各会議/決定後）

 新特許状に基づき、 ￡15万を超える支出については、新たに情報開示・公表
―

（記載なし・都度）

 英国公共サービスまたは類似サービスのプロモーションが、どのようにBBCの使命の遂行

と公共目的のプロモーションに実質的に貢献しているかを示すデータについて公表

2017/18年以降

（記載なし）

 放送・配信に係る方針の審議

 BBC Studios以外の全商業子会社に係る移転価格方法について、公表 2017年末

 各会計年度に先立ち、下記について定めた年次計画書を公表

➢ BBCの戦略上の優先事項

➢ 当年の“創造的任務（creative remit）”

➢ 当年の予算

➢ サービスへの重大な変更が予定されている場合には、その旨

年度ごと

（各年度の始期）

―

（記載なし）

関連文書/取り組みBBCの一般的義務（特許状） 時期／頻度

出所：BBCウェブサイト、BBC新特許状 等



48契約締結のあり方について

現在のＮＨＫの取組み：理解促進に関する方針

２０１８ー２０２０経営計画でも、重点方針として「視聴者理解・公平負担を推進」を掲げている。
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経営情報番組 公共放送ＰＲスポット

契約締結のあり方について

現在のＮＨＫの説明：「放送番組」での取組事例

受信料で支えられるＮＨＫの経営、番組、現状、
課題、取り組みに関する情報を、ＮＨＫの視聴者
のみなさまにお伝えするための番組を放送。

公共放送の意義などについて伝えるスポット番組を
放送。
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「ＮＨＫについて」 「視聴者の声にお応えします」

契約締結のあり方について

現在のＮＨＫの説明：「ＮＨＫオンライン」での取組事例

「ＮＨＫについて」というウェブサイト上に、「みなさまに
支えられて」というページがあり、「受信料制度とは」
「財源を税金にしたら」といった内容を解説。

「みなさまの声にお応えします」というページで、視聴
者のみなさまから寄せられたご意見・お問い合わせを
定期的に紹介。
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「ＮＨＫオンライン」での周知「放送スポット」での周知

契約締結のあり方について

現在のＮＨＫの説明：新入生・新社会人向け理解促進活動

若者向けに作成したコンテンツ
を用いて30秒の映像をスポッ
ト枠で放送。

ＮＨＫオンライン上で、左記ミュ
ージックビデオや人気作家による
漫画などを掲載し、若者向けに
ＮＨＫや受信料について紹介。

「リーフレット」での周知

若者向けにリーフレットを作成・配布。
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学生向けイベントの開催地域密着型イベントの開催

「大学セミナー」 大学と共催してセミナーを実施

契約締結のあり方について

現在のＮＨＫの説明：「イベント事業」での取組事例

全国各地でイベントを実施。その中でＮＨＫや
受信料制度について紹介。
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現在のＮＨＫの説明：「視聴者のみなさまと語る会」

ＮＨＫの経営委員会委員が、視聴者のみな
さまから直接ご意見をお聴きする会合を全国で
実施。会合の場でいただいたご意見は、開催
報告として公表するとともに、経営委員会の活
動に反映。
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契約勧奨・締結時にはまず名前を名乗り、証明書を提示し訪問意図を伝えている。その後、受信設備の有無、衛
星放送の受信有無につき確認をし、受信していることが確認された場合には契約締結が必要な旨お伝えしている。
また、理解促進リーフレットの配布も実施している。

契約締結のあり方について

現在のＮＨＫの説明：契約勧奨・締結時の説明

主な説明内容

 名前、証明書の提示と訪問意図の伝達
 受信設備の確認、契約締結義務の説明
 衛星放送受信の確認、衛星契約締結義務の説明
 契約書記載方法、支払方法の説明
 契約の最終確認

公共放送の意義のご説明

• ＮＨＫでは、ひとりでも多くの命を救うため、ま
た、被害の拡大を防ぐため、全力で災害報道
に取り組んでいます。頼りにされる放送局であり
たいと、日々努力を重ねています。

• 教育番組や福祉番組の視聴率は、ほんの数
％ですが、見ている方々にとっては「かけがえの
ない番組」です。視聴率を優先しない番組づく
りは、公共放送の大きな役割です。

理解促進リーフレット


